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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　イオン生成装置の性能評価に用いられる帯電プレートモニタ装置に関する静電容量がＪ
ＩＳ規格又はＩＥＣ規格により規定された範囲である所定の規格範囲内であるように定め
られた前記帯電プレートモニタ装置であって、
　接地部との間に容量を形成するように、該接地部に対して絶縁して配置された所定サイ
ズの導体板から成る帯電プレートと、
　複数の容量素子を直列に接続して構成され、前記帯電プレートと接地部との間の空間の
容量に対して並列接続された状態になるように前記帯電プレートと接地部とに接続された
直列容量素子群とを備え、
　前記直列容量素子群の複数の容量素子の容量値は、前記帯電プレートと接地部との間の
空間の容量値との合成容量値が、前記規格範囲内の値になるように設定されており、
　前記帯電プレートに前記接地部との間で発生する電圧を前記直列容量素子群により分圧
してなる電圧であって、前記イオン生成装置のイオン生成周波数で変動する電圧を測定信
号として生成するように構成されていることを特徴とする帯電プレートモニタ装置。
【請求項２】
　請求項１記載の帯電プレートモニタ装置において、
　前記直列容量素子群は、前記帯電プレートと、該帯電プレートの法線方向と直交する方
向に距離を有するように該帯電プレートから離れた位置でシールドされた状態で配置され
ていることを特徴とする帯電プレートモニタ装置。
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【請求項３】
　請求項１記載の帯電プレートモニタ装置において、
　前記直列容量素子群と、前記測定信号を入力するアンプ又は電圧測定器とが、前記帯電
プレートとの間に接地された基台を介在させた状態で配置されていると共に、前記直列容
量素子群と、前記アンプ又は前記電圧測定器とがシールドされていることを特徴とする帯
電プレートモニタ装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、除電装置等のイオン生成装置の性能評価等を行うために使用される帯電プレ
ートモニタ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、除電等の用途で使用されるイオン生成装置の性能評価は、一般に、帯電プレー
トモニタ装置を使用して行われる（例えば、特許文献１を参照）。
【０００３】
　この帯電プレートモニタ装置は、接地部に対して絶縁して配置された所定のサイズの導
体板から成る帯電プレートを有し、該帯電プレートの電圧（接地部との間で発生する電圧
）を測定し得るように構成されている。この場合、帯電プレートのサイズ、帯電プレート
と接地部との間の容量値、帯電プレートの絶縁特性等の仕様が、所定の規格（IEC 61340-
4-7又はJIS C 61340-4-7）によって、規定されている。
【０００４】
　このような帯電プレートモニタ装置を用いて、イオン生成装置の性能評価を行う場合、
例えば、＋１０００Ｖ（又は－１０００Ｖ）の高電圧に帯電させた帯電プレートをイオン
生成装置により除電することを実行しつつ、該帯電プレートの電圧の経時変化を測定し、
該帯電プレートの電圧が＋１００Ｖ（又は－１００Ｖ）まで低下するのに要する時間（減
衰時間）を計測すること、イオン生成装置の作動（イオンの生成）を定常的に継続した状
態で、帯電プレートの電圧の変動もしくはオフセットを計測すること等の試験が一般に行
われる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平８－２５５６６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　帯電プレートモニタ装置を用いてイオン生成装置の性能評価を行う場合、上記の如く、
帯電プレートモニタ装置の帯電プレートには１０００Ｖ以上の高電圧が付与される。この
ため、従来の帯電プレートモニタ装置では、帯電プレートの電圧の測定は、一般に、振動
容量型電位センサを使用して行われる。この振動容量型電位センサは、センシング部を振
動させることで、帯電プレートの電圧を低電圧の交流信号に変換する方式のセンサである
。
【０００７】
　一方、近年、半導体デバイス等の電子デバイスの微細化に起因して、電子デバイスの電
圧耐性の低下を招いている。そして、電圧耐性が低い電子デバイスの除電を行う場合には
、該電子デバイスの損傷等を防止するために、イオン生成装置の放電電極に印加される高
電圧に起因して電子デバイスに誘起される誘導電圧や、生成された正負のイオンが電子デ
バイスに流れ込むことによって該電子デバイスに発生する電圧を極力小さくすることが要
求される。
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【０００８】
　かかる要求を満たすために、近年のイオン生成装置では、正負のイオンの生成周波数（
放電電極に印加する正負の高電圧の周波数）を、従来の周波数（例えば５０Ｈｚ又は６０
Ｈｚ）よりも高周波（例えば数百Ｈｚ）にすることが図られている。
【０００９】
　しかしながら、このように周波数を高周波化したイオン生成装置の性能評価を、従来の
帯電プレートモニタ装置を用いて行うと次のような不都合を生じる。
【００１０】
　すなわち、従来の帯電プレートモニタ装置で、帯電プレートの電圧を測定するために一
般的に使用されている前記振動容量型電位センサは、周波数応答性能が低く、測定対象の
電圧の周波数が、例えば１００Ｈｚを超えると、測定対象の電圧に対する該振動容量型電
位センサの出力電圧の比率（感度）は、１００Ｈｚよりも低周波側での比率よりも３ｄＢ
以上低下する（図３の破線のグラフを参照）。
【００１１】
　このため、周波数を数百Ｈｚ等に高周波化したイオン生成装置の性能評価を、従来の帯
電プレートモニタ装置を用いて行うと、振動容量型電位センサによる帯電プレートの電圧
の測定値が、実際の電圧よりも低い電圧になりやすい。ひいては、イオン生成装置の性能
評価の試験結果の信頼性が低いものとなりやすい。
【００１２】
　本発明はかかる背景に鑑みてなされたものであり、高周波域を含めた幅広い周波数域で
、帯電プレートの電圧を精度よく計測することが可能となり、ひいては、イオン生成装置
の性能評価の信頼性を高めることが可能となる帯電プレートモニタ装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の帯電プレートモニタ装置は、上記の目的を達成するために、イオン生成装置の
性能評価に用いられる帯電プレートモニタ装置に関する静電容量がＪＩＳ規格又はＩＥＣ
規格により規定された範囲である所定の規格範囲内であるように定められた前記帯電プレ
ートモニタ装置であって、
　接地部との間に容量を形成するように、該接地部に対して絶縁して配置された所定サイ
ズの導体板から成る帯電プレートと、
　複数の容量素子を直列に接続して構成され、前記帯電プレートと接地部との間の空間の
容量に対して並列接続された状態になるように前記帯電プレートと接地部とに接続された
直列容量素子群とを備え、
　前記直列容量素子群の複数の容量素子の容量値は、前記帯電プレートと接地部との間の
空間の容量値との合成容量値が、所定の規格範囲内の値になるように設定されており、
　前記帯電プレートに前記接地部との間で発生する電圧を前記直列容量素子群により分圧
してなる電圧であって、前記イオン生成装置のイオン生成周波数で変動する電圧を、前記
帯電プレートに前記接地部との間で発生する電圧に応じた測定信号として生成するように
構成されていることを特徴とする。
【００１４】
　なお、本発明において、「前記帯電プレートと接地部との間の空間の容量」というのは
、詳しくは、前記直列容量素子群を除いて、前記帯電プレートと接地部との間に形成され
る空間の容量を意味する。また、「前記直列容量素子群により分圧してなる電圧」は、前
記直列容量素子群の一部分（直列容量素子群で直列に接続された容量素子の総数Ｎよりも
少ない個数（＜Ｎ）の容量素子により構成される部分）の両端間の電圧を意味する。
【００１５】
　上記本発明によれば、前記直列容量素子群の複数の容量素子の容量値を適切に設定して
おくことで、前記合成容量値が、ＪＩＳ規格又はＩＥＣ規格により規定された範囲である
所定の規格範囲内の値となるように帯電プレートモニタ装置を構成できる。
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【００１６】
　そして、前記帯電プレートに前記接地部との間で発生する電圧を前記直列容量素子群に
より分圧してなる電圧であって、前記イオン生成装置のイオン生成周波数で変動する電圧
を、前記帯電プレートに前記接地部との間で発生する電圧に応じた測定信号として生成す
るので、該測定信号の電圧は、帯電プレートに前記接地部との間で発生する電圧に比して
十分に小さな電圧の信号にすることができる。
【００１７】
　このため、該測定信号の電圧を測定する電圧測定器として、振動容量型電位センサを使
用しないタイプで、比較的低い電圧を、高周波域を含めた幅広い周波数域で精度よく測定
可能な公知の一般的な測定器を使用することができる。また、この種の測定器は、一般に
入力インピーダンスが高く、ひいては、帯電プレートの絶縁性を効果的に確保し得る。
【００１８】
　そして、このような電圧測定器を使用できるため、結果的に、イオン生成装置の性能評
価において、帯電プレートの電圧（接地部との間の電圧）を、該電圧が大きなものであっ
ても、高周波域を含めた幅広い周波数域で、精度よく計測することが可能となる。
【００１９】
　よって、本発明によれば、高周波域を含めた幅広い周波数域で、帯電プレートの電圧を
精度よく計測することが可能となる。ひいては、イオン生成装置の性能評価の信頼性を高
めることが可能となる帯電プレートモニタ装置を提供できる。
【００２０】
　また、上記本発明では、前記直列容量素子群は、前記帯電プレートと、該帯電プレート
の法線方向と直交する方向に距離を有するように該帯電プレートから離れた位置でシール
ドされた状態で配置されているという態様を採用し得る。
【００２１】
　これによれば、イオン生成装置の性能評価を行う際に、生成されるイオンの流れが直列
容量素子群等によって乱されるのを極力防止することができる。
【００２２】
　また、本発明では、前記直列容量素子群と、前記測定信号を入力するアンプ又は電圧測
定器とが、前記帯電プレートとの間に接地された基台を介在させた状態で配置されている
と共に、前記直列容量素子群と、前記アンプ又は前記電圧測定器とがシールドされている
という態様を採用することもできる。
【００２３】
　これによれば、前記直列容量素子群と、前記アンプ又は前記電圧測定器とを、前記帯電
プレートの近くにシールドした状態で配置できるので、外乱ノイズの影響を極力受けない
ように、帯電プレートの電圧測定を行うことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の実施形態の帯電プレートモニタ装置の構造を概略的に示す図。
【図２】実施形態の帯電プレートモニタ装置の回路構成を示す図。
【図３】実施形態の帯電プレートモニタ装置の周波数特性を例示するグラフ。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　本発明の一実施形態を図１～図３を参照して以下に説明する。図１に示すように、本実
施形態の帯電プレートモニタ装置１は、所定のサイズの帯電プレート２と、後述する複数
の容量素子を直列に接続して構成された直列容量素子群１０と、直列容量素子群１０から
出力される電圧を計測する電圧測定器２０とを備える。
【００２６】
　帯電プレート２は、１５０ｍｍ×１５０ｍｍのサイズの方形状の導体板（例えば金属板
）により構成されている。
【００２７】



(5) JP 6688257 B2 2020.4.28

10

20

30

40

50

　この帯電プレート２は、接地部Ｇに接地された板状の導電性の（例えば金属製の）基台
３上に、複数の（又は単一の）絶縁部材４を介して支持され、該基台３に対して（ひいて
は、接地部Ｇに対して）電気的に絶縁されている。この場合、帯電プレート２は、接地部
Ｇとの間の空間の容量値Ｃ０（図２を参照）がほぼ一定値になるように、基台３の表面に
対して平行な姿勢で配置されている。当該容量値Ｃ０は、詳しくは、直列容量素子群１０
を除いて、帯電プレート２と接地部Ｇとの間に形成される空間（主に、帯電プレート２と
、該帯電プレート２の法線方向で該帯電プレート２に対向する部分であって、接地部Ｇと
同電位の部分（本実施形態では基台３）との間に形成された空間（絶縁部材４を含む））
の容量値である。当該容量値Ｃ０には、帯電プレート２に接続されるケーブル（例えば後
述のケーブル１３）の、接地部Ｇとの間の静電容量を含み得る。
【００２８】
　また、帯電プレート２には、図１に示すように、コネクタ５１及びケーブル５２を介し
て直流電源５０等の電源を接続することが可能となっている。
【００２９】
　補足すると、基台３は、板状のものに限らず、例えば筐体状に形成されたものであって
もよい。
【００３０】
　直列容量素子群１０は、本実施形態では、図２に示すように、例えば２つの容量素子１
１，１２を直列に接続して構成されている。この場合、各容量素子１１，１２は、例えば
コンデンサにより構成される。なお、各容量素子１１，１２は、複数のコンデンサを接続
して構成されたもの（例えば、複数のコンデンサを並列接続したもの）であってもよい。
また、各容量素子１１，１２は、コンデンサ以外の容量素子により構成されていてもよい
。
【００３１】
　そして、直列容量素子群１０は、その容量素子１１側の一端が、図１に示すようにケー
ブル１３及びコネクタ１４を介して帯電プレート２に接続され、容量素子１２側の他端が
接地部Ｇに接地されている。これにより、直列容量素子群１０は、帯電プレート２と接地
部Ｇとの間の空間の容量に対して、並列に接続されている。
【００３２】
　ここで、本実施形態では、帯電プレート２と接地部Ｇとの間の空間の容量値Ｃ０と、直
列容量素子群１０を構成する各容量素子１１，１２のそれぞれの容量値Ｃ１，Ｃ２とは、
次のような指針であらかじめ設定されている。
【００３３】
　すなわち、上記の如く、直列容量素子群１０が、帯電プレート２と接地部Ｇとの間の空
間の容量に対して並列に接続されているので、当該空間容量と直列容量素子群１０との合
成容量値Ｃｉは、次式（１）により与えられる。
【００３４】
Ｃｉ＝Ｃ０＋(Ｃ１×Ｃ２)／(Ｃ１＋Ｃ２)　　……（１）
 
【００３５】
　また、帯電プレート２の電圧（詳しくは、帯電プレート２と接地部Ｇとの間に発生する
電圧）をＥとおき、該電圧Ｅ（以降、プレート電圧Ｅという）を、直列容量素子群１０で
分圧してなる電圧、例えば、容量素子１２の両端間の電圧（容量素子１１，１２の間の中
点と接地部Ｇとの間の電圧）をＶoutとおくと、Ｖoutは、次式（２）により与えられる。
【００３６】
Ｖout＝Ｅ×Ｃ１／(Ｃ１＋Ｃ２)　　……（２）
 
【００３７】
　なお、電圧Ｖoutは本発明における測定信号に相当する。この電圧Ｖoutは、式（２）に
示される如く、プレート電圧Ｅに比例するので、該電圧Ｖoutを測定することで、結果的
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に、プレート電圧Ｅを測定することが可能となる。
【００３８】
　そして、本実施形態では、容量値Ｃ０，Ｃ１，Ｃ２は、帯電プレート２と接地部Ｇとの
間の全体の容量値としての上記合成容量値Ｃｉが、帯電プレートモニタ装置１で要求され
る所定の規格内に収まるという条件（詳しくはＣｉが、２０ｐＦ±２ｐＦの範囲に収まる
という条件）と、プレート電圧Ｅを、イオン生成装置等の評価試験において帯電プレート
２に印加され得る最大電圧（例えば１０００Ｖ）に一致させた場合に、上記電圧Ｖoutが
振動容量型電位センサを使用せずとも、低電圧測定用の電圧測定器を使用して測定し得る
程度の電圧（例えば２００Ｖ以下の電圧）に収まるという条件とを満たすように設定され
ている。
【００３９】
　一例として、容量値Ｃ０≒３．３ｐＦ、Ｃ１＝１７．４ｐＦ、Ｃ２＝４６０ｐＦ（＞Ｃ
１）というように容量値Ｃ０，Ｃ１，Ｃ２が設定され得る。この場合、前記式（１）によ
り算出される合成容量値Ｃｉは、Ｃｉ≒２０．０ｐＦとなって、規格内（２０ｐＦ±２ｐ
Ｆの範囲内）に収まる。また、プレート電圧Ｅを１０００Ｖに設定したときの電圧Ｖout
は、前記式（２）によって、Ｖout≒３６．４Ｖとなって、２００Ｖ以下の電圧に収まる
。
【００４０】
　次の表１は、容量値Ｃ０，Ｃ１，Ｃ２を上記の如く設定した場合において、容量値等を
実測可能なＬＣＲメータを用いて合成容量値Ｃｉを測定した結果を示す。
【００４１】

【表１】

 
【００４２】
　上記表１に示される如く、実際の合成容量値Ｃｉを、少なくとも１０ｋＨｚ以下の周波
数範囲（帯電プレート２に印加する電圧の周波数範囲）では、２０ｐＦ±２ｐＦという規
格内に収めることができることが確認された。
【００４３】
　電圧測定器２０は、上記電圧Ｖoutを測定すべく、直列容量素子群１０の容量素子１１
，１２の間の中点にケーブル２１（図１に示す）を介して接続されている。この電圧測定
器２０は、振動容量型電位センサを使用しないタイプの一般的な電圧測定器である。該電
圧測定器２０は、直列容量素子群１０から入力される電圧Ｖoutを含む比較的低電圧の範
囲の電圧（例えば－２００Ｖ～＋２００Ｖの範囲の電圧）を測定可能なものである。
【００４４】
　また、電圧測定器２０は、図２に示す如く、その電圧入力部（電圧Ｖoutの入力部）に
ボルテージフォロア形式で接続されたオペアンプ２０ａを含み、入力インピーダンスが、
例えば１００ＴΩ程度の高入力インピーダンスのものである。このため、帯電プレート２
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から電圧測定器２０に流れ得る電流を十分に微小なものとすることができる。ひいては、
帯電プレート２の絶縁性を、所定の規格（詳しくは、帯電プレート２にｌ０００Ｖの試験
電圧を付与した場合に、３００秒以内に、試験電圧の１０％以上放電してはならないとい
う規格）を満たすように、確保することができる。
【００４５】
　また、電圧測定器２０は、本実施形態では、精度よく電圧を測定し得る周波数帯域が広
いものを採用している。このため、プレート電圧Ｅを直列容量素子群１０で分圧してなる
電圧Ｖoutを、幅広い周波数域で測定すること可能となっている。
【００４６】
　本実施形態の帯電プレートモニタ装置１で実現され得る周波数特性を、図３に実施例の
グラフ（実線のグラフ）として例示する。ここで、図３のグラフの縦軸の「出力／入力比
率（相対値）」は、帯電プレート２にファンクションジェネレータ等の外部電源から実際
に印加した電圧に対する、電圧測定器２０による電圧測定値の比率の実測値である。また
、周波数を示す横軸は対数軸である。
【００４７】
　図示の如く、実施形態の帯電プレートモニタ装置１では（実施例のグラフ）、１０ｋＨ
ｚ以下の周波数範囲で、出力／入力比率（相対値）を一定に保つことができることが確認
された。
【００４８】
　なお、図３の破線のグラフは、直列容量素子群１０を備えずに、帯電プレートと接地部
Ｇとの間の容量値が２０ｐＦ±２ｐＦが収まるように作製された従来の帯電プレートモニ
タ装置における帯電プレートの印加電圧を、振動容量型電位センサを用いて測定した場合
の周波数特性を例示するグラフである。図示の如く、振動容量型電位センサを用いた測定
では、１００Ｈｚ以上の高周波域で、出力／入力比率（相対値）が大きく低下してしまう
ことが判る。
【００４９】
　また、本実施形態では、電圧測定器２０及び直列容量素子群１０は、接地部Ｇに接地さ
れた導電性のシールドケース４０の内部に収容されることによってシールドされていると
共に、帯電プレート２の法線方向と直交する方向に距離を有するように該帯電プレート２
からある程度離れた位置に配置されている。なお、シールドケース４０は、例えば、金網
、金属板、あるいは、これらの組み合わせ等により構成され得る。また、電圧測定器２０
及び直列容量素子群１０の配置位置は、帯電プレート２の法線方向と直交する方向に加え
て、帯電プレート２の法線方向にも、帯電プレート２と距離を有する位置であってもよい
。
【００５０】
　これにより、イオン生成装置Ｗ（図２に二点鎖線で示す）の性能評価を行う際に、生成
されるイオンの流れが電圧測定器２０及び直列容量素子群１０によって乱されるのを極力
防止している。
【００５１】
　本実施形態の帯電プレートモニタ装置１は以上の如く構成されている。かかる帯電プレ
ートモニタ装置１を使用してイオン生成装置Ｗの性能評価を行う場合には、図２に示す如
く、帯電プレート２に直流電源５０が接続されると共に、イオン生成装置Ｗが、帯電プレ
ート２の上方に、該帯電プレート２と所定の間隔を存して配置される。
【００５２】
　そして、帯電プレート２に直流電源５０から＋１０００Ｖ（又は－１０００Ｖ）の電圧
又はそれ以上の大きさの電圧を印加した後、イオン生成装置Ｗを作動させながら電圧測定
器２０による電圧測定を行うことで、帯電プレート２の電圧が、＋１０００Ｖ（又は－１
０００Ｖ）から＋１００Ｖ（又は－１００Ｖ）の電圧に減衰するまでの減衰時間を計測す
ること、あるいは、イオン生成装置Ｗを定常的に作動させた状態で、電圧測定器２０によ
る電圧測定を行うことで、帯電プレート２の電圧変動、もしくはオフセット等を観測する



(8) JP 6688257 B2 2020.4.28

10

20

30

40

50

こと等の試験が実施される。
【００５３】
　以上説明した帯電プレートモニタ装置１によれば、所定の規格を満たすように構成し得
る。さらに、直列容量素子群１０により帯電プレート２の電圧（プレート電圧Ｅ）を分圧
してなる電圧Ｖout（これは、プレート電圧Ｅに比例する）を電圧測定器２０に入力する
ことで、帯電プレート２に±１０００Ｖという高電圧、あるいはそれ以上の大きさの高電
圧を付与した場合であっても、該電圧測定器２０に入力する測定対象の電圧Ｖoutを比較
的低い電圧にすることができる。
【００５４】
　このため、電圧測定器２０として、精度よく電圧測定を行い得る周波数帯域が広い測定
器（低周波域から数十ｋＨｚ程度の高周波域まで精度よく電圧測定を行い得る測定器）を
採用することができる。ひいては、イオン生成装置Ｗが、正負のイオンの生成周波数（放
電電極に印加する正負の高電圧の周波数）を、５０Ｈｚ又は６０Ｈｚ程度の低周波とした
ものはもちろん、周波数を数百Ｈｚ等に高周波化したものであっても、該イオン生成装置
Ｗの性能評価を高い信頼性で実施することが可能となる。
【００５５】
　なお、以上説明した本実施形態の帯電プレートモニタ装置１では、直列容量素子群１０
の容量素子１２の両端間の電圧を、帯電プレート２の電圧を分圧してなる電圧Ｖoutとし
て、電圧測定器２０により測定するようにした。ただし、例えば、容量素子１２の容量値
Ｃ２よりも、容量素子１１の容量値Ｃ１を大きな容量値に設定し、容量素子１１の両端間
の電圧を、帯電プレート２の電圧を分圧してなる電圧Ｖoutとして、電圧測定器２０によ
り測定することも可能である。ただし、この場合には、容量素子１１の両端の電位が変動
するため、基準電位を調整するフローティング制御が必要となる。
【００５６】
　また、直列容量素子群１０で直列に接続する容量素子の個数は３個以上であってもよい
。この場合、直列に接続された容量素子の総数よりも少ない個数（例えば２個）の容量素
子を直列に接続してなる直列接続体（直列容量素子群１０の一部分の直列接続体）の両端
間の電圧、あるいは、直列に接続された容量素子の総数のうちの任意の一つの容量素子の
両端間の電圧を、帯電プレート２の電圧を分圧してなる電圧Ｖoutとして使用し得る。な
お、この場合、電圧Ｖoutを出力する上記直列接続体又は一つの容量素子は、その一端が
、接地部Ｇに接続されたものであることが好ましい。
【００５７】
　また、前記本実施形態の帯電プレートモニタ装置１は、電圧測定器２０を含めた装置で
あるが、本発明の帯電プレートモニタ装置は、電圧測定器を外部機器として使用するよう
に構成された装置であってもよい。
【００５８】
　また、前記基台３を筐体状のものとした場合には、直列容量素子群１０及び電圧測定器
２０の一方又は両方を基台３内に収容してもよい。この場合、基台３をシールドケースと
して使用することができる。
【００５９】
　また、例えば、直列容量素子群１０と、電圧測定器２０又は、前記電圧Ｖoutを入力す
るアンプ（例えば前記オペアンプ２０ａと同様のアンプ）とを、帯電プレート２との間に
基台３を介在させた状態で配置する（換言すれば、基台３の裏面側（帯電プレート２と反
対側）に配置する））すると共に、該直列容量素子群１０及びアンプをシールドしてもよ
い。
【００６０】
　このようにすると、直列容量素子群１０と、電圧測定器２０又は上記アンプとを、帯電
プレート２の近くにシールドした状態で配置できるので、外乱ノイズの影響を極力受けな
いように帯電プレート２の電圧の測定を行うことができる。なお、この場合、基台３が筐
体状のものである場合には、直列容量素子群１０と、電圧測定器２０又は上記アンプとを
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、基台３内に収容してもよい。
【符号の説明】
【００６１】
　１…帯電プレートモニタ装置、２…帯電プレート、１０…直列容量素子群、１１，１２
…容量素子、Ｇ…接地部、２０…電圧測定器。
 

【図１】

【図２】

【図３】
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